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こうした問題を解決するのがE メールである。E メールを活用することにより、ワンクカ ックで
長期欠席者を含めた受講生全員に資料を送り届けることができる。ワンクリックで、勉学の機会を
与えるとか、勉学意欲をそそることが、場合によってはできる。さらに、真夜中でも、日曜日でも、



















































有効回答33通のうち、1 年生は26名。2 年生が7 名であり、流通論が主として1 年生に履修さ
れていることがわかる。以下、アンケートの集計結果18を示す。Ql
：あなたは、私からの一連のE メールを受け取って、どのように感じましたか。



































































156 経営 論集 第53 号（2001 年3 月）
4E メールを活用した教授法の一般化モデル
論者の限定された実験の結果によると、E メールを活用した教育は効果があることが分かった。
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⑤学 部 の学 生全員 へのE メール で の公 告 も有効 で ある し、 必 要な 情報 を必 要 な 学 生個 人 個 人に伝
え る こと もで きる 。
⑥学 生 の自宅 の勉強 部 屋 は、E メー ルな どの 情報 シス テ ム を活 用 す れば 、 資 料 収集 か ら対 話 まで
「時 間 と空間 の 制約 な し」 の新 し い 教育 が 実現 でき る 。
⑦ 自由時 間 （非 出 校 日、 休 み期 間、 夜 間 ）は 、E メ ール な ど の情 報機 器 を活 用 し た 遠
隔 教育 とか
オフ キ ャン パス 教育 を 導入 す れば 、 大 学 の大 きなマ ー ケ ット とな る。 し か し、 教 授法 の問題 と
言 う よ りは大 学 経営 の問題 と な るだ ろ う。
⑧技能 のトレ ーニ ン グ の場 にあ って は 、 教員 の管 理の下 に、高 い スキ ル を持 った 学 生 が 一般 の学
生 を、E メール を利 用 して 指 導す る、 と いう 方 法も考 え られ る。 生涯学 習 の一 つ の
モ デ ル とな
るだ ろ う0 、E
メー ル を一 つ採 り上げ ただ け で も 、大 学 の教 育 をこ れ ほど変 え る 事が
可能 で あ る。 情 報 技術な
り情報 シ ステ ムを フル に活 用 す る と、 大 学 は一変 す るだ ろ う。 情 報化 が 進む と い う こ とは 国 際化 も
同 時 に進 む ことで あ り、 大学 の 国 際化 の 視点 か ら も教 授法 の 開発 に関 し て も、 今 後 と も、 真 剣 に取
り組 む必 要 があ る 。 論 者 は 、 これ ま で に外 国 語 の 教 育 に関 し て も小 論 を 展 開 し て き て い るが 、 グ
ロー バル な視 点か ら の大 学 教育 を 一変 さ せ るよ う な大 学教 授 法 の展 開が ます ま す 必 要 と なっ てき た

























経営論集 第53号 （2001 年3 月）
年 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90
パソコン通信 0 1 4 35 168 663 763 758 663 553
インターネット 0 1 0 1 4 14 19 11 20 3
年 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000
パソコン通信 524 502 535 922 1930 1514 746 458 268 82






年 度 1997 1998 1999 2000後期
履修登録数 37 55 43 60
単位取得者数 13 20 12 46






流通論B （後期） 60 46
流通論（通年） 30 12















































いって、まったく 異なる領域のレポート を配布 すると適切な情報提供とは言えない。 そこで、流通領域で
はあるが、その内容は誰も真似できない ことが望ましい。具体的に配布したレポートは、論者のゼミの昨
年度の2 年生の小崎太郎が作成した下記のレポートである。











































































そ の内容は、ゼミ の説明会の日時と場所の通知、森ゼミの紹介文書、であった。森ゼミは、例年は1 年生
の応募者が10 人以内で、そのうち6 名程度に履修許可を出してきた。1 年後には、出席者が半分程度に減
り、2 年次以降の新履修生を加えても5 名程度にしかならなかった。ところが、今年は様変わりであった。


























イ ンターネットに関する質問の8 割から9 割以上はいわゆるFAQ （FrequentlyAskedQuestion）であり、そ
の多くは、市販のマニュアルや参考書に説明されている。サポート会社やソフト会社のサービス窓口でも
聞くことができる。さらに、友人、とりわけパソコンに詳しい友人に聞けば、大部分は解消する。した
がって、こうした簡単な質問に安易に答えるサービスを大学や教員が学生に提供することは、学生の自立
心や自己責任の感覚を育てることを阻害すると思われるので、提供は避けるべきだろう。
(2001年1 月11日受理)
